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皆心一つに

講師 高石啓人さん

（2017年9月27日開催）

（曖昧な資格条件）
☆

☆

☆

（導入までの議論）

（実際の導入時の状況）

（まとめ）
（課題 子ども支援の方向性について）
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「これで防げる学校体育・スポーツ事故」

シンポジウム参加所感 （弁護士原田敬三）

８月２７日（日）早稲田大学で表記の
シンポジウウムが開催され、全国から、
２００名以上が参加した。参加者はいず
れもこの課題に関心をもつ専門家や団体
であった。
名古屋の内田良先生、日体育大の南部
さおり教授などの学者をはじめ、スポー
ツ事故の専門弁護士、学校事故関係の
NPO等が関心を持つ画期的な企画であっ
た。
法学部教授・ NPO 法人 Safe Kids

Japan の山中龍宏医師・産業技術研究所
人口知能研究センターの西田佳史研究
員・北里大学病院整形外科の東山礼治医
師（外科医）・富士市教育員会事務局ら
が報告者となって３件の課題について①
事故の現状及び、②その原因分析解明、
さらに③事故解消の提言に及ぶ。
今回は、サッカーゴール転倒事故・組

み立て体操（タワーー・ピラミッド）事
故・むかで競争事故の３事故を検討に取
り上げている。
それぞれについての提言内容は、以下
のページに掲げるとおりであるが、提言
に至る実証が科学的検討であることで画
期的といえる。
被害者中心の従前の議論がともすれば
①と②どまりで、あとは「事故防止ない
し撲滅を目標に掲げてお終り」であった
ことを考えれば、事故を減少させるため
の科学的かつ実証的な提言は事故経験者
ら事故に関わる者の共通の悲願であった
と言ってよい。今回の実践はその意味で
革命的第一歩である。
体育や運動会の事故防止を各担当教師
らに任せる「現場責任主義」を克服する
視点で、「提言」をまとめ上げた主催者
らの地道な研究に敬意を表したい。
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【ちょっとお知らせ！】 ８月２７日当日の司会者は、当会運営委員の入澤充氏でした。
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◆憲法26条を直接受けた「普通教育の機会」確保法であること◇
2016年12月7日、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以

下、教育機会確保法という）が成立しました。これを受けて、学校や行政、民間教育団体の現場ではではど
のようにこの法律を活用するのか。関係者による法案成立までの経緯や、なぜこの法律が必要なのかにつ
いての解説、法律の具体的な運用などについて考察した書物です。
この法律の基本的な特徴、意義は、第3章、前川喜平さんが力説されている通り、憲法26条を直接受けた
「普通教育の機会」確保法であることです。日本国憲法26条では、すべての子どもの教育を受ける権利を保
障（1項）していくために、親・保護者に対して普通教育を受けさせる義務を課しました（2項）。ところが、この
普通教育を受けさせる義務に関しては、戦後70年間一貫して、学校教育法（1947年制定）に定めた「学校」

（一条校）へ通わせる親・保護者の就学義務のみで対応させてきました。しかし子どもの学ぶ権利保障の視
点に立つと、公教育法制上は、ほんらい子どもや親の求めに応じて学校外の普通教育の機会の確保も必要
でした。
第4章（喜多明人執筆）にも記述されていますが、この法律のキーワードの一つは、法律名称にもあるとお

り「教育の機会の確保等」という言葉です。この法律は、「教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進
することを目的とする」（第1条）とした上で、第2条（定義）の4項で、「教育機会の確保等」という言葉が、①不

登校の子どもの教育機会、②夜間中学の教育機会の確保について、①②双方の確保が、「普通教育に相
当する教育の機会の確保」という共通の理念に依拠していること、その共通の理念のもとで、①②双方その
他の義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保及び当該教育を十分に受けていな
い者に対する支援をいう。」と定義されています。

この理念をしっかり把握できれば、夜間中学だけ認めるとか、不登校対策法だとかいう言い方がいかに不適
切であるかご理解いただけると思います。

本の紹介 喜多 明人（早稲田大学）

教育機会確保法の誕生
子どもが安心して学び育つ

編著者 フリースクール全国ネットワー
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◆本書の目次
序にかえて 普通教育における多様な学びの場の広がりの

必然性 汐見稔幸
第1章 教育機会確保法はどのように誕生したのか

奥地圭子
第2章 議員連盟は教育機会確保法にどう取り組んだか

馳浩（前文部科学大臣） 河村建夫（超党派フリースクール
等議連会長） 林久美子（前参議院議員） 浮島智子（衆議
院議員） 伊東信久（衆議院議員）

第3章 教育は人権保障の中核
前川喜平（前文部科学省事務次官）

第4章 不登校の子どものための教育機会確保法―その読み方
喜多明人（早稲田大学教授）

第5章 教育機会確保法に期待すること
あとがき 奥地圭子

☆学校安全ネット入会の御案内☆

私たちの活動は、皆さんの会費で運営しています。
学校安全に関する相談をはじめ、当会の事業に対する
ご理解・ご賛同をいただきますよう、お願い申し上げます。

年会費 ★会員 ３,０００円 ☆賛助会員 ５,０００円
郵便為替でのお手続きは、以下までお願い致します。
振 込 先 ００１３０－９－３４６４６３
加入者名 学校安全全国ネットワーク
★ 『安全ネット通信』刊行元 ・ お問合せ先

学校安全全国ネットワーク
TEL ０３－３５１１－５０７０
FAX ０３－３５１１－５７８４

E-mail uta@yoko-no-heya.jp
HP  http://gakouanzen-network.com

事務局所在地

〒１０２－００７１
東京都千代田区富士見
２－７－２
ステージビル１７０６号

南北法律事務所 内

スマホ
からも
見られ
ます

【お詫び】 学校安全ネットがお薦めする この一冊！ Vol.１３は 次回に掲載します。
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